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人口減少が進む我が国であるが、私たち
が経済活動を主として営む中国地方におい
て、今後の社会・経済はどのような変貌を
辿っていくのであろうか。

中国地方の明るい未来に向かって、地域金
融機関の役割といった視点から考えてみたい。

まず、産学官金言の連携・パートナーシッ
プ構築を進めることの重要性である。

銀行を含む金融機関には、様々な地域やお
客さまの情報が集積する。地域の企業や個
人の資金ニーズやその他の課題に日々触れ
る立場にあり、それらの情報は膨大なデータ
として残り、これら情報を地域活性化のため
有効に活かすことが求められる。企業や大
学、各種団体とのパートナーシップを構築
し、地域内外の許容される情報共有を通じ、
イノベーションの創出や成長に繋げていく
ことが可能となるのではないか。

２点目は、各金融機関としては求められる
機能を発揮しながら持続的成長と進化を続
けていくことである。

経済の血液と称される資金の仲介・供給
機能をさらに磨き、多様な産業や個人に対す
る融資・投資の方法を通じ、資金を潤沢に供
給する金融機関としての責務を果たす。特
に社会の関心が持続可能性や環境問題に向
かっている中、環境への配慮や社会的課題
解決に資する金融対応、すなわちインパクト
投資あるいはサステナブルファイナンスの

実行である。
また、事業承継に対する人材情報の提供

やM＆Aによる仲介、地域の農業や観光の振
興、地域資源の活用、地域のイノベーション
や起業支援など、地域の特性やニーズに応
じた事業の展開へのサポートも重要である。

３点目としては人材の育成と提供の積極
化である。

地域の経済や産業に関する専門知識や地
域愛を有する人材の育成が必要である。育
成課程における金融機関外での専門機関や
企業現場での経験を積むことにより、地域産
業への深い理解と、後の経営者としての洞察
に繋がっていくことを期待したい。

最後に金融機関としての視点からは外れ
るが、地域経済を考えるとき、とかく都会と
の対極構図を思い浮かべてしまいがちであ
る。コロナ禍を経てのデジタル化やAIの急
激な浸透は、企業活動における地理的制約
を超えてのビジネス展開の可能性が拡大し
ている。地元には世界を相手に堂々と事業
展開している企業が多く存在する。視野を
世界に据え、数多くの企業あるいは個人が世
界と繋がりを一層強めていくことを期待し
たい。

江戸末期、全国の諸侯が江戸幕府を中核
としていた頃、世界との交易で知と富を蓄え
ていった藩がいくつかあったことは何らか
の示唆を与えてくれているように思える。

中国地方における地方創生への期待

加　藤　貞　則

㈱中国銀行代表取締役頭取
（一社）中国経済連合会副会長

 飛耳長目とは…観察力や情報の収集力があり、物事に通じていること飛耳長目 hiji-choumoku 私の今想うこと
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■開会挨拶
一般社団法人中国経済連合会
常務理事　宮腰 勝信

当連合会は、地域産業の活性化を目指して、地域企業のDX（デジタルトラン
スフォーメーション）実装を推進しており、その活動の一環として、「中四国DX
サミット2024」を開催する。
「中四国」と銘打っては、昨年に続いて2回目の開催だが、会場とオンライン

の両方で多くの参加者に集まっていただいており、DXを加速させたいという
意欲を持つ方々が、中四国エリアにも多くおられるということを実感している。

本日は、まさにDX実装の生の声が聴ける大チャンスであり、ぜひ皆さまのDX推進の大きなきっ
かけとしていただきたいと考えている。

■基調講演：DXにおける最新の動向と、今取るべきアクション
㈱INDUSTRIAL-X
代表取締役CEO　八子 知礼 氏

DXは、企業がデジタル技術を活用し、ビジネスモデルや業務プロセスを変
革することで、より効率的で競争力のある組織へと生まれ変わるための取り組
みだが、日本の多くの企業では、それほどDXが進んでいないのが現状である。
日本は深刻な人口減少に直面しており、生産性を大幅に上げなければ企業の存
続が難しくなるため、生産性向上は国民の義務と言わざるを得ない。

ここ最近は、ESG投資の台頭により、企業は環境・社会・ガバナンスに関する情報開示が求めら
れるようになり、データに基づいた経営が必須となった。

また、デジタル技術は日進月歩で進化しているが、多くの企業がその変化に対応しきれず、DX
を推進するための専門知識を持つ人材が不足していたこともあり、DXの導入を躊躇している状況
と思われる。

DXの本質は、感覚・感性で捉えていたものを数値・データで捉えることであり、それを皆さまの
業務・ビジネス・商品サービスに適用した時に、どんな姿になるのかをしっかりと考えていこうと
いうものである。デジタルツインにより、現実世界をデジタル空間で再現し、シミュレーションや
分析を行うことで、より良い意思決定が可能となる。

企業がDXを推進する中で、デジタル技術の導入だけでなく、ビジネスモデルそのものを変革す
ることが求められている。しかし、多くの企業が、新たなソリューションのラインナップ増加による
混乱、顧客セグメントの分断、営業戦略の見直しといった課題に直面し、ビジネスモデルの変革を

6月21日（金）広島市において、「中四国DXサミット2024」
（主催：㈱INDUSTRIAL-X・中国経済連合会、後援：四国
経済連合会）を開催しました。

基調講演では、㈱INDUSTRIAL-X 代表取締役CEOの　
八子知礼氏にご登壇いただき、DXを推進するうえでの企
業の共通課題や、日本産業を取り巻く実情に触れながら、
今取り組むべきアクションについて、ご講演いただきました。

また、中四国地方のDX推進企業を含む3社にもご登壇いただき、各社の取り組み事例をご紹
介いただくとともに、パネルディスカッションにもご登壇いただき、取り組み事例をもとに議論を
深めました。ここではその概要を紹介します。
※参加者数221名（現地：50名、オンライン：171名）

「中四国DXサミット2024」の開催
～ DXに向けた着実な第一歩を踏み出す ～

活  動  報  告活  動  報  告活  動  報  告



中国経済連合会会報 2024.10 （3）

やり遂げることができないでいる。また、DX人材の不足や、データの統合・可視化における複雑さ
など、技術的な課題も山積している。特に、データの可視化においては、単にデータを可視化する
だけでなく、現場で即座にアクションに移せるような、より詳細かつ直感的な情報提供が求められ
ている。例えば、設備の故障箇所を特定し、その場所までスムーズに移動できるようなシステムが
理想である。

DX人材に関しても、多岐にわたるスキルを1人で備えた人材を探すことは困難であるため、企
業はDXの将来像を明確にし、必要なスキルを組織的に育成・採用していくことが重要となる。

DXは企業だけでなく、地域社会全体を活性化させる可能性を秘めている。中四国エリアの情報
発信を強化し、デジタル技術を活用することで、新たなビジネスを生み出し、地域の魅力を高めて
いこうではないか。

■DX推進企業による取り組み紹介
○デジタルの実装による、事業アップデートに向けたチャレンジ
TOPPANデジタル㈱
事業戦略部 部長　岡田 達裕 氏

かつて印刷会社として知られていた凸版印刷は、2023年10月に持株会社
「TOPPANホールディングス」へ移行し、デジタル化の波に乗った新たな事業
展開として「TOPPANデジタル」を設立した。印刷事業の縮小という現実を踏
まえ、企業の存続と更なる成長のためにDXを推進。顧客のDX支援と自社サービ

スのDX化の両輪で事業を展開しており、中四国地域においても積極的にDX事業を推進している。
・製造DX：自社の製造ノウハウを活かし、顧客の製造現場のデジタル化を支援する
「NAVINECT®」というソリューションを提供。生産工程や監視の自動化による作業人員の削減
などにより、生産効率の向上を実現。

・セキュアビジネス：ICカードなどのセキュリティ技術を強みとし、顧客の個人情報保護を支援。
地域通貨やLPWA※通信など、様々な分野でセキュリティソリューションを提供。

・BPO：金融機関や行政機関など、情報取り扱いが厳格な分野において、業務プロセスをアウト
ソーシング。

・マーケティング：印刷会社としての経験を活かし、デジタルマーケティング領域において、顧客
のデータ分析や販促支援を実施。

・デジタルコンテンツ：書籍や漫画などのデジタル化、メタバースを活用した新たなコンテンツの
提供など、デジタルコンテンツの領域も積極的に展開。
TOPPANデジタルは、中四国地域でグループ連携を強化し、地域活性化に貢献している。

・ICT KŌBŌ®：地域の雇用創出やデジタル人材育成を目的にサテライトオフィスを運営。
・地域事業者との協働：地域事業者の課題解決に向けた共同開発や、地域通貨システムの構築

など、地域に根ざした取り組みを実施。
TOPPANデジタルは、INDUSTRIAL-Xとの資本業務提携を通じて、更なる事業拡大を目指し

ている。INDUSTRIAL-Xが持つ幅広いネットワークとノウハウを活用し、様々な業界のDXを支
援していく予定。
※省電力かつ長距離での無線通信が可能な通信技術

○点在した情報をデジタルで繋ぎ、新たな顧客価値を生み出す
ナカシマプロペラ㈱
生産管理部 部長 生産技術推進グループ　堂薗 英朗 氏

当社は、手のひらサイズの小さなプロペラから、大型船舶用の巨大なプロペ
ラまで、幅広い製品を製造している。特に大型プロペラは、高度な技術と経験
が必要な製品であり、その職人の技を当社の製造現場でデジタル化した事例を
紹介したい。

・ロードセルバランス装置の開発：プロペラは羽の全ての形状が同じで、重さも一緒でなければ
ならず、アンバランスが振動を引き起こす可能性があるため、このバランスをとることは非常に
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重要な作業となる。2005年に、プロペラを台の上に置くだけで測れる装置を開発し、電子化さ
れた検査機器を使用して精度の確認やデータ収集を行っている。これにより、装置の精度監視
やメンテナンス時期の予測が可能となった。

・プロペラ反転装置の開発：大型プロペラの反転作業は危険であり、2005年に安全に反転でき
る装置を開発した。操作盤の横にモニターを置いて、作業手順・注意点を表示し、安全意識の向
上を図るような仕組みを導入している。
また、「ロードセルバランス装置」と「プロペラ反転装置」が２つ揃ったことにより、年間約１万
工数かかっていた、プロペラにシャフトを入れる作業がゼロとなる効果もあった。

・舶用プロペラに特化した鋳型造形ロボット：一品受注生産のプロペラは複雑な形状を持って
おり、職人が造形した鋳型に流し込んで製造されるため、技能者育成が大変な状況となっている。
鋳造の熟練者のノウハウをデータ化し、ロボットが鋳物砂を滑らかに仕上げる技術を開発した
ことにより、精密な鋳物を効率的に作成できるようになった。

・舶用プロペラメンテナンスシステム：プロペラのダメージについては、熟練技能者が確認し、
修理判断を行っていたが、デジタル化ツールを活用して誰でもプロペラの修理判断を正確に行
うことができるシステムを開発。従来の1時間かかる作業が30分以内で完了できるようになり、
リードタイムが短縮された。これは、岡山県デジタル化推進モデル事業として、取り組んだもの
である。
他のシステムと連携させることで、更なる効果を狙っており、例えば、設計システムとの連携や、
修理情報・お客様情報・運行情報などと繋ぐことにより、色々なサービスを提案する事業も開始
している。

○DXの事業化を進めた背景と現状
西機電装㈱
取締役管理部長　白井 義人 氏 

当社は、港湾で使用される大型クレーンや造船所で使用される大型クレーン
に搭載する電気室と制御盤を設計・製造している会社で、現在はサイボウズ社
とコンサルティングパートナー契約を結び、kintoneを用いたDX推進コンサル
ティングおよびシステム開発業務も行っている。

当社の主業務では、製品の受注から出荷まで、工程は短いものでは数日から、長いものでは約
2年に及ぶこともあり、過去には情報共有が不十分で、戻り作業や不適合が発生していた。そこ
で、数千万円をかけて生産管理システムを導入したがうまく運用できず困り果てていたところ、
kintoneを知る機会があり自社開発を試みた。現在では、見積もり管理から原価管理まで、ほぼす
べての会社情報をkintoneで管理しており、社員たちも自発的に改善活動を進めるなど、好循環が
生まれている。ここに至るまでのハードルとして、社員の心理的抵抗、物理的抵抗があった。これ
らへの対処のためのキーワードは、成功体験、部分最適、全体最適である。一連の取り組みの副産
物としては、デジタル人材の育成、DXマインドの醸成というものがあって、今日に至っている。た
またま、前述の当社の成功事例を紹介するセミナーでご縁のあった企業の依頼でコンサル・開発
を行ったことがきっかけで、現在の事業展開につながっている。

中小企業のDX推進においては、リーダーシップとデジタル人材の育成が重要であり、リーダー
シップについては、役員のモチベーションと熱意。人材育成については、業務に精通している社員
が、改革案をITツールに落とし込むことができるよう、伴走支援を通じて育てていくことがデジ
タル人材の育成につながると信じて我々はコンサルを行っている。

DX推進のきっかけは、紙ベースの業務をクラウド化したり、課題のある電子システムを補強し
たりすることから始まるが、うまくいった事例を振り返ると、結果として業務フローの見直しや組
織の改革にまで踏み込んでいる。

助成金制度については、助成金目当てや助成金消化のコンサルと捉えられても仕方がないコン
サル事例が少なくはないと感じており、日本の中小企業のDXの推進を阻む要因の一つとして捉え
ており危惧している。

業務効率を高め、企業価値を高めるDX推進は、外部に丸投げするのではなく、継続維持のため
に自分たちの力で推進することが大切で、ぜひ当社にサポートさせていただきたい。

（担当：永安）
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■運送事業者・港湾管理者の取り組み紹介
貨物鉄道輸送や海上輸送を行う運送事業

者から、各社が提供する物流サービス、2024
年問題に対する取り組み事例などを紹介。

港湾管理者からは、港湾設備・機能の紹介
と各港における課題と今後の取り組みにつ
いて説明。
日本貨物鉄道株式会社 関西支社広島支店
宇都宮担当課長
・貨物鉄道輸送のメリット・仕組み、具体的

なモーダルシフトの事例等
マツダロジスティクス株式会社 OTD推進部
酒入部長
・トレーラーシャーシの船輸送利用時のメ

リット・デメリット
・法令遵守と輸送能力維持の両立をめざし

た輸送ルート・料金の全面見直し、中継地
の拡充、モーダルシフト（海上輸送）の拡
大など2024年問題に対する取り組み

大王海運株式会社 関西営業部
成島部長代理
・RO-RO船定期航路、取り扱い貨物
・2024年問題により予想されるリスクと

モーダルシフトによる対策等
日本通運株式会社 広島支店中国・四国営業部
小田主任・谷口係員
・企業が直面する課題とモーダルシフトへ

の期待
・岩国港における内航海上輸送サービス等

井本商運株式会社 営業部　中村専任部長
・内航フィーダー輸送、国内貨物輸送サービス
境港管理組合 工務課　松田係長
・境港の概要、国際定期コンテナ航路、環日

本海定期貨客船の就航
・物流機能リダンダンシー確保やモーダル

シフトに向けた取り組み等
呉市　新原市長
・呉港の概要、阿賀マリノポリス地区への

RO-RO船誘致、定期航路就航のための港
湾計画の一部変更と基盤整備

■個別相談・名刺交換会
講演終了後、運送事業者と荷主企業などセ

ミナー参加者とのマッチングを企図した個別
相談・名刺交換会を開催し、約50名が参加。

セミナー資料については、中国運輸局の
HPにて公開中です。
https://wwwtb.mlit.go.jp/chugoku/00001_02012.html

6月25日（火）「中国地方モーダルシフト利用促進セミナー」
を中国運輸局、中国地方整備局、中国経済産業局、中国経済連
合会、中国地方国際物流戦略チーム主催のもと、広島市内にて
開催しました（会場参加約180名）。

物流の停滞が懸念される2024年問題への対応策として、ま
たCO2排出量削減による環境負荷低減策としても大変有効と
されている「モーダルシフト」の利用促進に向けて、行政から物

流の課題に係る現状や対応施策について説明するとともに、運送事業者・港湾管理者から取り組
みを紹介いただきました。ここでは主に運送事業者・港湾管理者の取り組みについて紹介します。

【当日内容】
①物流2024年問題の概要と国土交通省の取り組み紹介　中国運輸局 大林環境・物流課長
②運送事業者・港湾管理者の取り組み紹介
③個別相談・名刺交換会

「中国地方モーダルシフト利用促進セミナー」を開催

個別相談・名刺交換会の様子

（担当：三崎）
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１．下関北九州道路整備に係る動向
本州～九州の大動脈である関門橋、関門

トンネルは、開通から各々50年、66年が経過
し、交通混雑や通行止めによる影響を緩和
するとともに、交流人口の増加や産業の物流
拠点の連絡性、代替性を高めるために、新た
な「下関北九州道路」の整備が強く求められ
ている。

そうした中、同道路は令和３年３月に海峡
部を橋梁形式としたルート案が対応方針と
して決定された。令和４年４月には重要物流
道路の計画区間に指定され、その重要性が
明確に位置づけられた。

また、令和６年５月には、ルートの素案が
国と２県２市から都市計画決定権者である
山口県と北九州市へ提出され、都市計画手
続きが始まるなど、都市計画・環境アセスメ
ントを進めるための調査が行われている。

２．整備促進大会（7月22日、下関市）
下関北九州道路の必要性や重要性を広く

アピールし、早期実現に向けた機運を一層高
めることを目的に、地元官民が一体となり整
備促進大会を開催。地元2県2市の首長や
議会の議長・議員、経済界から約400名の関
係者が出席。

当連合会の芦谷会長も大会主催者の一人
として挨拶に立ち、「新規事業化に向けた都
市計画の手続きに着手をいただき、本道路

整備が着実に進展して
いると強く感じている。
この下関北九州道路の
整備は、下関・北九州両
都市圏における産業・
観光振興や、当関門地
域の一体的な発展に寄
与することは勿論、毎

年のように頻発する自然災害に対するリダ
ンダンシー確保の観点、人口減少下におけ
る分散型国づくりの推進など、その重要性は
益々大きくなっている」と述べた。

大会では、地元の物流企業や大学生によ
る同道路の重要性についての意見提言や、
地元中学生による地域の活性化に繋がる意
見提言が行われた後、同道路の早期実現に
向けた決議が採択された。

３．要望活動（8月23日、 東京都）
整備促進大会での決議を踏まえ、地元2

県2市の首長・議会議長、当連合会の芦谷会
長、曽我委員長など、整備促進大会の主催メ
ンバーを中心に中央要望を実施した。

国土交通省の國場副大臣、財務省の宇波
主計局長、自由民主党の井上副幹事長、公明
党の谷合参議院幹事長に対し、下関北九州
道路の早期事業着手を強く要望した。

7月22日（月）下関市において、当連合会芦谷会長をはじめ約400名が出席し「下関北九州道路
整備促進大会」が開催されました。

同大会では、国と２県２市が緊密に連携・協力し、環境影響評価や都市計画決定の手続きを着
実に進める、早期事業化に向けて有料道路事業の導入やPFIなど整備手法の検討を促進する、観
光資源としてのポテンシャルを高め、地域活性化に繋がる道路となるよう検討する、の３点を要
望する決議を採択しました。

これを受け、8月23日（金）に東京都内で関係大臣等への要望活動を実施し、当連合会から芦谷
会長、関門連携委員会 曽我委員長が参加しました。

下関北九州道路整備促進大会の開催、要望活動の実施

（担当：三崎）

大会の様子

国土交通省　國場副大臣への要望
芦谷会長の挨拶

活  動  報  告活  動  報  告活  動  報  告
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「花粉採取と受粉作業の省力化を可能にするスマート農業技術の開発」　鳥取大学農学部 准教授　竹村 圭弘 氏

梨などの果樹栽培に必要不可欠な花粉に
ついて多くを海外からの輸入に頼っているこ
とから、供給が安定しておらず、国内の果樹
生産に大きな影響をもたらしています。

その課題に対し、「輸入花粉に依存しない国
産花粉の安定供給システムの開発」に向けて、
①花粉採取効率の向上②花粉使用量削減技
術の開発に取り組まれており、花粉採取の適切な時期をAI自動判定するシ
ステム、自走式花蕾採取機、機械での花粉採取に適した樹形の開発、花粉精
製機、ドローン受粉システム等、多くの画期的なスマート農業技術についてご説明いただきました。

「鳥取県から全国へ」　有限会社村岡オーガニック 代表取締役　村岡 佑基 氏

鳥取にUターン後、花や野菜の苗の生産・
卸売を営む家業の有限会社村岡オーガニッ
クを10年間で栽培面積約2倍、売上高約4倍
にまで成長させた取り組みについてご講演い
ただきました。

ICT技術の活用により、「地方からでも方
法次第で勝負ができる」と考え、YouTube動
画配信、副業人材の活用を通じたEC販売、受発注業務のDX化を進め、売上
拡大・業務効率化を実現されています。

交流会の活動計画（2024年度）
交流会 時期（予定） 開催方法 内容（案）

第3回 10月3日 オンライン
・島根大学（中国地域スマート農業ラボ島根支部）／

大学（ラボ）のシーズ紹介
・日本ミクニヤ株式会社／スマート農業技術紹介

第4～6回 11・1・3月
オンライン ・大学（ラボ）のシーズ紹介、農業法人の取組み紹介等
リアル開催 ・スマート農業シンポジウム、現場視察会等

【ご案内】
スマート農業に限らず幅広く農業に興味をお持ちの方は、本交流会へのご参加をお待ちしてお

ります。ご希望のある方は、地域づくり委員会（担当：松本・小迫）までご連絡ください。
（ご連絡先）TEL：082-548-8519　MAIL：zh-matsu@pnet.gr.energia.co.jp

7月26日（金）スマート農業技術の社会実装による農業現場の課題解決を目指して設立された
「中国地域スマート農業促進交流会」（以下、交流会）の第2回会合がオンラインにて開催されまし
た。鳥取大学農学部 准教授 竹村 圭弘 氏、有限会社村岡オーガニック 代表取締役 村岡 佑基 氏
にご講演いただき、その後交流会メンバーにより活発な意見交換が行われました。ここではその
ご講演の概要等について紹介します。

地域づくり委員会／第2回中国地域スマート農業促進交流会

（担当：松本）

講演をされる
竹村准教授

講演をされる
村岡社長
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7月23日（火）広島市にて、当連合会、中国財務局、中国経済産業局の主催のもと、「『中国地域
DX推進支援ネットワーク』キックオフ講演会」を開催した。

開会にあたり、事務局を代表して、中国経済産業局の阿比留次長から挨拶があり、続いて、経済
産業省の河﨑室長から、基調講演として「DX支援ガイダンス」の概要について説明があった。

その後、島根県と岡山大学から、地域の支援機関と企業とが連携して進めているDX推進への
取組事例等について紹介があり、最後に「中国地域DX推進支援ネットワーク」の概要について、
当連合会の宮腰常務理事から説明を行うとともに、本ネットワークへの参加を呼びかけた。

当日は現地・オンライン含めて約140名（現地30名、オンライン110名）の参加があった。
＜開催概要＞
１．開会挨拶

経済産業省 中国経済産業局 地域経済部 次長　阿比留 彩子 氏
２．基調講演

演題：「デジタル社会に向けて　～DX支援ガイダンス～」
講師：経済産業省 商務情報政策局 情報技術利用促進課
　　　デジタル高度化推進室長　河﨑 幸徳 氏

３．取組紹介
（１）しまねDX推進事業の紹介

講師：島根県 商工労働部 産業振興課 産業デジタル推進室
　　　DX推進係長　船越 雄太 氏
講師：しまね産業振興財団 しまねソフト研究開発センター
　　　DX推進コーディネータ　鶴原 隆一 氏

（２）「DXサンライズおかやま（DXSUN）」の取組紹介
講師：岡山大学 研究・イノベーション共創機構
　　　産学官連携本部 副本部長　舩倉 隆央 氏

４．「中国地域DX推進支援ネットワーク」の発足について
中国経済連合会 常務理事　宮腰 勝信

５．閉会挨拶
中国経済連合会 常務理事　宮腰 勝信

「中国地域DX推進支援ネットワーク」とは
・目　　的：中国地域の各県・市など個別に取り組んでいる支

援活動の横連携を強化することで、中国地域全体
でのデジタル化・DXを効果的・効率的に推進し、
地域全体の底上げと持続的な成長を実現する。 

・主　　催：当連合会、中国財務局、中国経済産業局 
・構　　成：本趣旨に賛同する中国地域内に拠点をおくITベンダー等企業、金融機関、大学

等教育機関、地方公共団体、その他産業支援機関 等
・事 務 局：当連合会内に設置
・主な活動：①企業のデジタル化・DXに係る実態把握、②ネットワークによる情報共有 等
・問 合 先：中国経済連合会 永安（ながやす）
　　　　　　Tel：082-242-4511　e-Mail：zh-naga@pnet.gr.energia.co.jp

中国地域の中堅・中小企業等のデジタル化・DXを一層推進するため、中国経済連合会、中国財
務局、中国経済産業局が連携し、DX支援機関の連携強化を図る「中国地域DX推進支援ネット
ワーク」のキックオフ講演会を開催しました。ここでは開催概要と基調講演について紹介します。

「中国地域DX推進支援ネットワーク」キックオフ講演会の開催

開会挨拶
中国経済産業局 阿比留次長

中国地域DX推進支援ネットワークの発足について
中国経済連合会 宮腰常務理事

活  動  報  告活  動  報  告活  動  報  告
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（担当：永安）

「デジタル社会に向けて
～DX支援ガイダンス～」

経済産業省 商務情報政策局
情報技術利用促進課
デジタル高度化推進室長
河﨑 幸徳 氏

■本ガイダンス策定の背景と目的
国はこれまで、デジタル化支援のために補

助金や認定制度など、個社に対する様々な支
援策を打ち出してきたが、中堅・中小企業等
は、人材・情報不足等で十分に活用できず、
デジタル化が進まなかった。

そこで、地域の身近な存在である支援機関
を通じて支援していくという新しいアプロー
チが、中堅・中小企業等のDXには有効という
ことをまとめたのが、このガイダンスである。

DXへ取り組むべき代表的な支援機関と
して、地域金融機関には、地域の活性化と自
身の成長を両立させるため、取引先への本
業支援の手段の一つとして、DX支援が求め
られている。また、地域ITベンダーには、多
重下請開発など従来のビジネスモデルから
脱却し、地域のDXを推進する役割を担うこ
とが期待されている。地域コンサルタントの
方々には、これまで培ってきた経験と知識を
活かした、DX支援が求められている。
■企業DXの考え方及び現状

DXに至るまでにはデジタル活用段階の
フェーズがあり、最初は「デジタル化が全く
未着手」、続いて「デジタイゼーション」（事
務の業務標準化・効率化等への着手）、そし
て「デジタライゼーション」（データ利活用に
よる業務改善等）を経て最終的に「DX」（販
路拡大・新製品開発、それに伴う業務処理変
革等）というステップを取ることが一般的で
ある。

中堅・中小企業等は、まずはデジタル化に
着手した上で、その先のDXを段階的に進め
ていくことが必要不可欠であるが、現状多く
の中堅・中小企業等は初期段階にとどまって
おり、人材不足や予算確保の難しさが課題と
なっている。これらの課題解決には、SaaSの
活用が有効であり、導入コストが低く、常に
最新の状態を保てるため、中堅・中小企業等

にとっては最適なソリューションである。
■DX支援の考え方・方法論

中堅・中小企業等がDXを推進することで
価値向上が図れると同時に、支援機関自身も
自社の価値向上に繋がる新たなビジネスチャ
ンスを創出でき、地域全体が持続的に発展す
る「好循環」の形成にも貢献できる。しかし、
支援機関自身も課題を抱えているのが現状
である。具体的には、①支援機関自身のDX
の取り組みの遅れ、②支援機関として有益な
DX支援の方法が未確立、③支援機関内及び
支援機関同士の連携不足、④支援機関内の
DX支援人材不足などがあるが、解決を図り
つつ支援を進めていくべき。

DX支援の基本的なアプローチとしては、
DXの実現に意欲のある経営者に対して身
近なデジタル化から始め、成功体験を繰り返
し、最終的にDXに繋げていくことになるが、
まずは経営層が会社全体の将来像を明確に
することが不可欠。多くの企業は、具体的な
DX施策から始めてしまいがちであるが、経
営ビジョンを明確にした上で段階的に実行
していくシナリオが重要であり、また企業に
よって状況が異なるため、それぞれの企業の
実態に合わせ、柔軟な対応をしていくことも
重要である。
■支援機関同士の連携

一つの支援機関が支援できる範囲には限界
があり、全てのプロセスの面倒を見るのは難
しい。したがって、それぞれが持つ強み弱み
を相互に補完し、かつ支援機関同士のネット
ワークの中で取引先の情報等を共有しながら
進めていくのが一番効率的な進め方である。
■DX支援人材の在り方

DX支援人材育成には、座学と実践の両輪
が不可欠。特に、ケーススタディ等を通じて
実践的な支援プロセスを身につけることが
重要。そのためにはITコーディネーター制度
の活用が有効である。その上で支援機関は
DX支援人材の評価制度を整備し、モチベー
ションを維持できる環境を構築すべき。DX
は日々進化するため、継続的な学習と経験が
求められる。
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若者の起業家育成を目指す教育コンサル
ティング会社。小学生から大学生を対象に、教
育動画開発や起業体験キャンプの提供、教育
ホテル「Stay at Canoa」開業などで、起業家
教育ニーズに対応しています。

2025年以降、「起業家を職業選択の一つに!」
を教育理念とする学校を運営予定。

中国地域におけるスタートアップ支援プラットフォーム「J-Startup WEST」において、当連合
会はサポーターズとして選定企業22社の活動を支援しており、支援活動の一環として、選定企業
を順次紹介してまいりました。

最終回は、「株式会社ジブンノオト」「セディカル株式会社」「株式会社New Space Intelligence」
の3社をご紹介します。

株式会社ジブンノオト（山口県大島郡周防大島町）
「100年続くふるさとをつくる」

セディカル株式会社（山口県周南市）
「Gifting Wellness」

株式会社New Space Intelligence（山口県宇部市）
「地球の課題はNSIが宇宙から解決する」

セディカルは世界中にウェルネスを届けま
す。人と自然をもっと健康にすることを目的と
し、健康格差を解消するため、フェアトレード
のカカオを輸入し、糖尿病の方が「食べた方が
いい」スイーツを作りました。

その１つメディカレートは、予防医学に基づ
いたフリーフロムスイーツで、「食べれば食べ
るほどからだに良い」を実現するために、様々
な健康成分を追加しています。海外では北米
を中心にメディカレートを販売します。

これからの数年でおよそ1,000機の地球観
測衛星が打ち上げられます。NSIはこの膨大
な衛星データが利用できる環境をいち早く整
備し、様々な課題の解決方法を、「宇宙を利用
する」という視点から考えています。

膨大な衛星データを利用することで、今ま
で分からなかった地球の変化や未来が見えて
きます。

NSIが開発したプラットフォームにより、膨
大な数のインフラ監視サービスや、グローバ
ルな視点での地球環境や農作物の予測サービ
スを提供していきます。 

1

2

3

公式HP：https://jibunnote.co.jp/

公式HP：https://sedical.co.jp/

公式HP：https://www.newspaceint.com/ja
（担当：永安）

光学衛星を用いた変化/異常検出

SAR衛星を用いた変化/異常検出 衛星データを用いた課題解決

JJ-Startup WEST JJ-Startup WEST第１回選定企業の紹介
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■女性の働きやすい環境づくり
当社では、子育て中の女性社員に寄り添い、

柔軟な働き方を提供しています。「短時間勤務
制度」を設けており、勤務時間はさまざまな
パターンに対応可能です。たとえば、子ども
の習い事に合わせて、曜日ごとに勤務時間を
変えることもできます（時給制正社員）。また、
テレワークを導入し、家族の転勤に伴う転居
後も働き続けられるよう、多様な働き方を実
現しています。これにより、会社と子育て中の
ママの双方にとってウィンウィンの環境を整
えています。

さらに、DXの推進により、朝礼にはどこか
らでもWEB参加が可能です。家事や育児に
忙しい女性社員には、定期的に女子会を開
催し、贅沢な食事や旅行をプレゼントしてい
ます。また、リフレッシュのために、昼休みに
ヨガやダンス教室で体を動かす時間も提供
しています。その結果、多くの社員が妊娠・
出産を経ても仕事を続け、復職率は100％を
達成しています。

優秀な女性社員が多く在籍し、彼女たちが
活躍できる環境を整えることに成功した結果、
2024年には将来世代応援知事同盟より「最
優秀将来世代応援企業賞」（日本一）を受賞
しました。

■技術伝承と人材育成
製造業における大きな課題の1つである

「技術伝承」。当社では、社外から講師を招き、
若手社員（外国人を含む）を対象に、毎月1回
の研修を実施しています。研修の成果を目に

見える形で示すために、1年後の技術資格取
得を目標としています。

さらに、技術の向上だけでなく、人間力の
向上も重視しています。専門の講師を迎え、

「何のために働くのか」や「プロとは何か」を
深く考え、仲間と意見交換を行いながら、互
いに切磋琢磨して「人」としての成長も目指
しています。
■イキイキ楽しい職場環境づくり
「仕事は楽しくなければならない」という

思いから、楽しい職場環境の整備に力を入れ
ています。社内にはジムを設置し、社員が自
由に利用できるようにしています。さらに、
2024年7月には6名が入れる高濃度酸素
BOXを導入し、日々の仕事の疲れを癒すと
同時に、ミーティングやコミュニケーション
の場としても活用しています。

また、月に一度、顧問であるお坊さんとの
1on1メンタルヘルス対話を実施しており、
仕事の悩みだけでなく、家庭などプライベー
トな相談にも対応しています。

工場内は明るく楽しい雰囲気に改装し、ク
レーンやフォークリフトにはデザインを施し
ました。これにより、従来の「THE工場」とい
う陰気なイメージから脱却しました。

さらに、社員同士のコミュニケーションを
活性化するために、「ありがとう」を伝え合
うアプリを導入しました。このアプリは、仲
間からの「ありがとう」によって仕事のモチ
ベーションが高まる、当社にとって重要なコ
ミュニケーションツールとなっています。

今月号では、岡山県玉野市に本社を置く金田コーポレーション株式会社様の多様な人材活躍へ
の取り組みをご紹介します。

【取り組み概要】
金田コーポレーション株式会社は1947年に手作りの金物バケツの行商からスタートし、現在では

創業78年を迎えました。現在は、製鉄所や発電所向けの大型プラント設備を製作しています。従業
員数は35名で、構成比は女性17％、外国人43％、シニア11％です。多様な人材が活躍できるよう、
さまざまな取り組みを行っています。特に、女性の活躍推進や子育て支援、人材育成に力を入れ、

「全社員が楽しく、イキイキと働ける会社」を目指しています。また、大連に合弁会社を有しており、
グループ内には運送会社もあります。国際港が近い立地を活かし、海上輸送も強みの1つです。

「全社員が楽しくイキイキと働ける会社に!」
～金田コーポレーション株式会社～

休憩時間にリフレッシュヨガ!

エネルギー溢れる女性たちとフォークリフト

会員企業様の 我が社の取り組み我が社の取り組み
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同日、中国地域カーボンニュートラル推進協議会に先立ち、
NPO法人 国際環境経済研究所 主席研究員の塩沢文朗氏を
お招きし、「カーボンニュートラルの実現に向けた課題と水
素、アンモニアの役割」をテーマとするセミナーを開催しまし
た。当日は会場45名、オンライン266名の参加がありました。

演題「カーボンニュートラルの実現に向けた課題と水素、アンモニアの役割」
＜カーボンニュートラル目標実現のための課題、水素・アンモニアに期待される役割＞
〇化石燃料の消費を削減する方策としては、以下の３つが重要。

①電力利用の高効率化と電源の脱炭素化
②熱利用の高効率化と熱源・燃料の脱炭素化、燃料の電化と非化石燃料への転換
③原料の脱炭素化のためのプロセス転換
中でも「電源の脱炭素化」が重要、かつ喫緊の課題となっている。

〇2050年のCN目標実現のためには、脱炭素化のためのあらゆる努力が必要となるが、特に電源
の脱炭素化には、大量のCO2フリーエネルギーが必要。さらに、燃料の非化石燃料への転換、
脱炭素化のためのプロセス転換にも、大量のCO2フリーエネルギーと原料（水素）が必要である。

協議会の2024年度活動計画については以下のとおりです。
（１）政府等への要望

CN燃料推進部会における議論を踏まえ、
中国地域におけるカーボンニュートラル燃
料の普及拡大に向けたサプライチェーンの
構築のための具体的事項に関して、提言書
として取りまとめて政府に要望。

（２）国内および海外の最新動向セミナーを開催
中国経済連合会のエネルギー環境委員会

と連携した、最新動向セミナーを開催。
（３）オンライン・マッチング・イベントの充実

会員企業が保有するCN関連のシーズを幅広く浸透させることを目的として、省エネ等、テー
マを絞ったシーズ保有企業によるオンライン・プレゼンテーションを開催。

（４）シーズ企業紹介HPの充実
シーズ企業紹介HPの掲載企業の追加・更新。

7月31日（水）広島市内において、中国地域
カーボンニュートラル（CN）推進協議会を開
催しました。当日は、会場45名、オンライン59
名の参加のもと、協議会、CN燃料推進部会お
よびCN電力推進部会の2023年度活動実績・
2024年度活動計画の報告を行いました。

カーボンニュートラルN w
C a r b o n  N e u t r a l  N o w［ 中国地域カーボンニュートラル推進協議会便り ］
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このため、大量のCO2フリーエネルギーを経済性のある形でどのように確保するかが大きな課
題となる。

＜何故、アンモニアか?＞
〇水素は、エネルギー密度が極めて小さいため

エネルギー源として利用するためには、液化
または高圧で圧縮して利用する必要がある。
液化には極低温（－253℃）が必要であり、こ
れだけで多くのエネルギーが消費されること
になる。また、爆発限界が極めて広く爆発し
やすいこと等から、水素エネルギーの大量輸
送、貯蔵を容易にする工夫が必要。このため
水素を運ぶキャリアが重要となる。

〇アンモニアは水素密度も高く、LPGとほぼ同じ液化条件なので、世界でも水素キャリアとして
有望と考えられている。また、大量輸送、貯蔵技術が確立しており、世界で年2億トン製造され、
このうち2,000万トン／年が国際間で流通しているため、輸送インフラが既に整っている。

〇日本エネルギー経済研究所によるコスト分析結果では、アンモニア１トン当たり350ドルで入
手できる可能性があることが示された。この350ドルという水準は、熱量等価ベースでみると
国の「水素基本戦略」における2050年の水素価格目標を既にクリアする水準となっている。

＜水素、アンモニアの導入は、今後、どのように進んでいくか?＞
〇現在、国内外のほとんどの水素は自家消費されており、国際間の貿易量はわずかな状況。また現

状、従来の化石燃料と比較して割高であることから、政府は化石燃料からの価格差分について
値差支援を行う予定。また、供給インフラに対しても大規模拠点として全国で３か所程度、中規
模拠点として全国で5か所程度について資金支援をして拠点整備を行う計画である。

〇“水素かアンモニアか”、については、どちらか一つということではなく、アンモニアについては、
今後の分解水素製造技術の改良と分解水素のコスト低減度合い、水素については、今後の液体
水素の製造・輸送技術の進展スピードとコスト低減の可能性によって、将来の主流がどのよう
になるのかが決まってくるものと思われる。特に、水素の輸送・配送コストは水素製造コストの
3倍に達し得るため、輸送・配送手段はとても大事になる。

＜導入拡大に向けた課題と今後の見通し＞
〇水素・アンモニアの供給に関しては、世界的

な物価高、人件費の高騰により、供給予定価
格が高騰しているうえ、まとまった量のオフ
テイク条件を示すユーザーがまだほとんどい
ないこともあり、建設・投資決定に至ったプ
ロジェクトは限定的である。ただ、今後の政
府支援措置の実施やカーボンプライシング
の導入等により、投資環境が変化してくるも
のと思われる。

〇将来のCO2の排出コストに関しては各種研
究機関から様々な数値が予想されており、一概には言えないものの、CO2トン当たり1万円程
度というのは決して驚くようなコスト水準ではない。 （担当：西岡）

カーボンニュートラルN w
C a r b o n  N e u t r a l  N o w［ 中国地域カーボンニュートラル推進協議会便り ］
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優秀賞　独立行政法人中小企業基盤整備機構中国本部長賞

合同会社 弐百円
代表社員　森脇　香奈江 氏

立ち上げの思い
有害鳥獣として捕獲され埋められるイノシシを幸せにしたい!
・FeMEETS®は、私の管理栄養士としての視点と、鳥獣被害対策の現場での原体験が出会って生

まれたプロダクトです。
・農作物等の鳥獣被害は全国的に増加しており、対策の一環で捕獲されたイノシシのほとんどは

廃棄処分されています。猪肉の栄養学的価値（鉄・たんぱく質・ビタミンB群）に着目し、日本人
女性の6割が抱える鉄不足と、鳥獣被害の同時解決を目指します。

事業概要（ビジネスモデル）
ジビエのサブスクサービス
・有害鳥獣として捕獲されて埋められるイノシシの命の価値を理解し、喜んでくださる方の食卓

にお届けします。
・猪肉の栄養学的価値【貧血に有効な鉄・ビタミンB12が豊富】【高タンパク質・低脂質】に着目

し、より栄養価の良い部位を調理しやすいミンチに加工し、管理栄養士が監修した貧血対策レ
シピと共に月に一度お届けします。食材とレシピに併せて、貧血対策等に関する情報を発信し
ます。

・季節の養生法や貧血など女性の健康に関する情報を発信します。

今後の事業構想について
事業構想に賛同・共感いただける方からのご連絡をお待ちしております!
・食品加工会社様と出会い、高付加価値の貧血対策商品を生み出したい!
・実店舗を持たれている企業様と出会い、貧血チェック等のPOP UPイベントを開催したい!
・女性活躍を推進されている企業様と出会い、健康診断で貧血傾向にある女性社員さんへの福利

厚生に「FeMEETS®」を使ってもらいたい!

貧血女性がイノシシを救う!
ジビエのサブスクサービス『FeMEETS®（フェミーツ）』

第７回中国地域女性ビジネスプランコンテスト受賞者の紹介第４回となる今月は、優秀賞 独立
行政法人中小企業基盤整備機構中国本部長賞を受賞した森脇 香奈江氏をご紹介します。

合同会社弐百円HP合同会社 弐百円　代表社員　森脇　香奈江
〒690-0823　島根県松江市西川津町861-13
TEL：0852-40-9190
E-mail：info@nihyakuyen.com 
WEB：https://nihyakuyen.com

中国地域女性ビジネスプランコンテスト
「SOERU（ソエル）」第7回受賞者の紹介
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（担当：松本）

地 域 の 課 題

課 題 解 決 に 繋 が る ビ ジ ネ ス モ デ ル

中国地域女性ビジネスプランコンテスト
「SOERU（ソエル）」第7回受賞者の紹介
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（全　　体）	 中国地域の景気は、このところ弱さがみられるものの、緩やかに持ち直している。
（個別指標）	 個人消費は持ち直しの動きに足踏みがみられ、雇用情勢も改善の動きが弱まっている。

1．概　　況

2．個別指標

景気・経済動向 （2024年6月データ等から）
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資料：中国経済連合会

資料：経済産業省「商業動態統計月報」、国土交通省「建築着工統計調査報告」

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

注：１．生産指数、在庫指数とも2020年＝100　　２．最新月は速報値 資料：中国経済産業局「鉱工業生産動向」
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項目

全国 中国地域 全国 中国地域 全国 中国地域 全国 中国地域

（季） 前期比（％） （季） 前期比（％） （戸） 前年比（％） （戸） 前年比（％） （億円） 前年比（％） （億円） 前年比（％） （億円） 前年比（％） （億円） 前年比（％）

2021 105.4 5.4 106.6 6.6 856,484 5.0 42,542 5.8 142,867 ▲ 7.2 8,958 ▲ 4.6 470,510 0.3 24,613 0.1

2022 105.3 ▲ 0.1 107.7 1.0 859,529 0.4 43,969 3.4 136,174 ▲ 4.7 8,716 ▲ 2.7 485,950 3.3 25,158 2.3

2023 103.9 ▲ 1.3 106.7 ▲ 0.9 819,623 ▲ 4.6 39,857 ▲ 9.4 145,879 7.1 9,453 8.5 506,544 4.2 25,743 2.3

2023/7～9 103.3 ▲ 1.4 107.1 0.0 207,481 ▲ 7.7 9,760 ▲ 13.9 37,944 1.3 2,768 12.4 129,188 5.6 6,610 3.9

10～12 104.4 1.1 107.4 0.3 202,593 ▲ 6.3 9,236 ▲ 12.9 25,773 8.3 1,781 17.5 134,288 3.2 6,752 0.6

2024/1～3 99.0 ▲ 5.2 101.7 ▲ 5.3 182,276 ▲ 9.6 8,687 ▲ 15.6 30,894 5.2 1,783 4.6 125,110 4.6 6,253 2.5

4～6 101.7 2.7 105.8 4.0 208,813 0.5 9,081 ▲ 14.0 57,423 8.8 3,557 11.2 128,411 4.0 6,355 1.2

2023/7 103.5 ▲ 1.4 106.1 1.0 68,151 ▲ 6.7 2,877 ▲ 26.9 13,802 6.8 960 10.0 45,094 6.3 2,342 5.4

8 103.1 ▲ 0.4 107.7 1.5 70,389 ▲ 9.4 3,315 ▲ 18.4 11,147 ▲ 3.6 952 29.6 43,065 6.0 2,215 4.1

9 103.2 0.1 107.5 ▲ 0.2 68,941 ▲ 6.8 3,568 7.1 12,995 0.1 855 ▲ 0.0 41,029 4.6 2,054 2.1

10 104.4 1.2 106.0 ▲ 1.4 71,769 ▲ 6.3 3,475 ▲ 5.8 10,933 3.6 755 22.4 42,124 3.5 2,127 1.0

11 103.8 ▲ 0.6 108.9 2.7 66,238 ▲ 8.5 2,832 ▲ 26.1 7,647 9.9 550 5.1 42,101 3.8 2,100 1.3

12 105.0 1.2 107.2 ▲ 1.6 64,586 ▲ 4.0 2,929 ▲ 4.7 7,193 14.5 476 26.6 50,063 2.5 2,525 ▲ 0.3

2024/1 98.0 ▲ 6.7 101.8 ▲ 5.0 58,849 ▲ 7.5 2,795 ▲ 5.9 5,734 12.7 501 30.7 41,695 2.3 2,080 1.0

2 97.4 ▲ 0.6 104.8 2.9 59,162 ▲ 8.2 2,918 ▲ 24.1 8,917 ▲ 0.7 448 ▲ 2.6 39,304 6.4 1,961 4.5

3 101.7 4.4 98.4 ▲ 6.1 64,265 ▲ 12.8 2,974 ▲ 14.6 16,243 6.2 835 ▲ 3.2 44,111 5.2 2,212 2.2

4 100.8 ▲ 0.9 104.7 6.4 76,583 13.9 3,282 5.5 24,324 18.8 1,687 29.2 41,747 2.7 2,063 ▲ 0.4

5 104.4 3.6 107.8 3.0 65,945 ▲ 5.2 2,877 ▲ 16.7 15,901 12.3 976 96.3 42,902 3.4 2,123 0.3

6 100.0 ▲ 4.2 104.9 ▲ 2.7 66,285 ▲ 6.7 2,922 ▲ 27.0 17,197 ▲ 5.3 894 ▲ 35.9 43,763 5.8 2,170 3.7

＊1：全国 2020年＝100、中国 2020年＝100

＊2：暦年の値は原指数

項目

全国 中国地域 全国 中国地域 全国 中国地域 全国 中国地域

（台） 前年比（％） （台） 前年比（％） （10億円） 前年比（％） （億円） 前年比（％） （季） 前期差 （季） 前期差 現状判断DI 現状判断DI

2021 3,669,507 ▲ 3.5 264,187 ▲ 4.4 83,091 21.5 51,266 20.3 1.13 ▲ 0.05 1.36 ▲ 0.07

2022 3,443,373 ▲ 6.2 248,709 ▲ 5.9 98,174 18.2 64,252 25.3 1.28 0.15 1.55 0.19

2023 3,987,897 15.8 287,136 15.5 100,874 2.8 68,697 6.9 1.31 0.03 1.53 ▲ 0.02

2023/7～9 964,151 13.9 68,956 13.5 25,917 1.1 17,315 1.3 1.29 ▲ 0.03 1.51 ▲ 0.03

10～12 978,644 10.3 69,151 6.2 27,606 3.7 18,136 2.8 1.28 ▲ 0.01 1.49 ▲ 0.02

2024/1～3 966,545 ▲ 16.1 66,767 ▲ 21.7 25,051 8.8 17,020 3.1 1.27 ▲ 0.01 1.49 0.00

4～6 830,863 ▲ 6.9 57,335 ▲ 10.1 26,466 8.8 18,461 10.3 1.25 ▲ 0.02 1.42 ▲ 0.07

2023/7 320,687 11.4 23,111 13.2 8,724 ▲ 0.3 5,743 ▲ 4.0 1.30 ▲ 0.01 1.52 ▲ 0.02 53.4 52.4

8 280,330 19.9 20,516 18.7 7,994 ▲ 0.8 5,375 ▲ 9.9 1.30 0.00 1.51 ▲ 0.01 53.5 54.4

9 363,134 11.8 25,329 9.9 9,199 4.3 6,196 20.7 1.29 ▲ 0.01 1.51 0.00 50.7 51.9

10 333,969 13.1 23,670 8.8 9,145 1.6 5,979 ▲ 5.7 1.29 0.00 1.50 ▲ 0.01 50.7 48.3

11 343,488 11.7 24,190 7.2 8,818 ▲ 0.2 5,844 0.0 1.27 ▲ 0.02 1.48 ▲ 0.02 50.8 51.0

12 301,187 6.1 21,291 2.4 9,643 9.7 6,313 15.6 1.27 0.00 1.48 0.00 51.8 51.5

2024/1 284,935 ▲ 10.8 19,415 ▲ 18.8 7,333 11.9 4,938 ▲ 1.7 1.27 0.00 1.49 0.01 50.2 48.5

2 297,933 ▲ 16.3 20,460 ▲ 22.2 8,249 7.8 5,634 5.2 1.26 ▲ 0.01 1.48 ▲ 0.01 51.3 51.1

3 383,677 ▲ 19.6 26,892 ▲ 23.4 9,469 7.3 6,448 5.3 1.28 0.02 1.49 0.01 49.8 51.3

4 258,329 ▲ 10.7 17,841 ▲ 13.3 8,980 8.3 6,467 16.6 1.26 ▲ 0.02 1.46 ▲ 0.03 47.4 46.3

5 261,046 ▲ 3.9 17,718 ▲ 9.1 8,277 13.5 5,733 15.4 1.24 ▲ 0.02 1.42 ▲ 0.04 45.7 44.7

6 311,488 ▲ 6.1 21,776 ▲ 8.1 9,209 5.4 6,261 0.5 1.23 ▲ 0.01 1.39 ▲ 0.03 47.0 45.3

＊3：暦年の値は原数値

鉱工業生産指数
＊1＊2 新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 小売業6業態販売額

暦
年

暦
年

四
半
期

国土交通省 西日本建設業保証（株） 経済産業省、中国経済産業局

四
半
期

月
次

出所 経済産業省、中国経済産業局

内閣府

乗用車新車登録・届出台数 通関輸出額 有効求人倍率
＊3 景気ウオッチャー調査

月
次

出所 中国運輸局、（一社）全国軽自動車協会連合会 財務省 厚生労働省

■主要経済指標
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（担当：堀池）

台湾での商談会・交流会等の開催
中国地域観光推進協議会では、台湾からの旅行者拡大を目指し、8月29日（木）、昨年度に続き

中国地方知事会との連携により、台湾の旅行会社へのプロモーションを実施しました。
今回は、鳥取県の平井知事を団長として中国地域の行政・宿泊施設・交通事業者等（24団体・社

53名）と訪台し、シーザーパークホテル台北において、台湾の旅行会社（39社49名）との商談会、
交流会を開催しました。

商談会は、台湾側参加者が興味・関心のある日本側の会社・団体を選び、日本側のテーブルに着
席する自由商談方式で、１回15分の商談時間を設定し、日本側1社あたり平均8回の商談を実施
することができました。

前回の商談会では、日本側参加者から、「商談を望んでいた旅行会社と商談ができなかった」と
の意見があったため、今回は事前に日本側参加者に商談希望の旅行会社を聞き取りした上で、商
談前に台湾の旅行会社へ情報提供し、可能な限り日本側参加者の要望に応えられるよう改善しま
した。

日本側参加者からは「希望していた旅行会社と商談できてよかった」「商談は大変有意義な時間
だった」「台湾の旅行会社のニーズが汲み取れたので、これから受け入れ態勢の整備を検討してい
きたい」とのコメントをいただくなど高評価でした。海外の旅行会社との商談会は、行政・宿泊施
設・交通事業者等にとって、自身のPRだけでなく、現地のニーズを知ることができる貴重な場と
なっており、開催ニーズが高いことから、今後も継続して実施していきたいと考えています。

また当日は、5県の代表者とともに、公益財団法人日本台湾交流協会台北事務所の片山代表を
表敬訪問し、インバウンド観光の拡大に向けた情報・意見交換を行いました。

28日と30日には、当協議会スタッフが昨年9月に広島県で開催した中国地方インバウンド
フォーラムに参加した台湾の旅行会社６社を訪問し、当地域への旅行商品の販売状況の確認や観
光情報の提供を行うとともに、今後の旅行商品造成拡大に向けた課題等についても意見交換を行
いました。

平井団長開会挨拶 商談会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商談会

交流会　　　　　　　　 日本台湾交流協会台北事務所表敬訪問　　　 　　 旅行会社訪問

中国地方インバウンドNow
（中国地域観光推進協議会便り）
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明治安田生命保険相互会社

会社概要

当社は、2030年にめざす姿を「『ひとに健
康を、まちに元気を。』最も身近なリーディン
グ生保へ」と定め、「みんなの健活プロジェク
ト」「地元の元気プロジェクト」の２「大」プロ
ジェクトを通じて、お客さまの健康寿命の延
伸や地域社会の活性化に取り組んでいます。

また、2024年４月からスタートした新たな
３カ年プログラム（MY Mutual Way Ⅱ期）
では、「生命保険会社の役割を超える」ことを
掲げておりますが、この「超える」という言葉
には、「保障とアフターフォローの提供」とい
う生命保険会社の従来の役割を大切にしな
がら、２「大」プロジェクトの取り組みを強化
することで、「ヘルスケア・QOLの向上」と

「地域活性化」という２つの方向にさらに役
割を拡充していく、という強い想いが込めら
れています。これにあわせ2024年１月に、ブ
ランド通称を「明治安田生命」から「明治安田」
に改称しました。

コロナ禍や地政学リスクの高まりなど、こ
こ数年の大きな環境変化により、人々の価値
観は多様化・個別化し、また、サステナビリ
ティへの関心はますます高まりを見せてい
ます。MY Mutual Way Ⅱ期では、これまで
当社が関係構築してきた、自治体や企業・団
体との共創を通じた新たな価値の創造・提供
に取り組み、社会的なインパクトを与え、生
命保険会社の役割を超え、社会課題の解決に
貢献する取り組みをさらに進めてまいります。

こうした社会課題の解決への取り組みに
向け当社では、全国で1,000を超える自治体

と連携協定を締結しておりますが、地域社会
とのつながりのさらなる強化をめざし、今年
度から全国７カ所に地域リレーション本部を
設置しました。これまで以上に、みなさまの
お近くで地域貢献に励んでまいります。

なお、中国・四国地方を管轄する中国・四
国地域リレーション本部では、中国地方（鳥
取県・島根県・岡山県・広島県・山口県）・四
国地方（香川県・徳島県・愛媛県・高知県）に
所在する11支社、109営業拠点、約3,700人
のMYリンクコーディネーター等（営業職員）
が、自治体などとの協働により、健康に関す
る情報の提供や、地域で開催されるイベント
のご案内、健康増進イベントの実施など、地
域のみなさまのお役に立てるよう、日々活動
をしております。

当社は志を同じくする仲間との「共創」によ
り、ステークホルダーのみなさまに「新たな価
値」をお届けしてまいる所存でございます。

中国経済連合会のみなさまにおかれまし
ては、今後とも末永くご愛顧賜りますよう、
よろしくお願い申しあげます。

会社紹介

⃝法 人 名	 明治安田生命保険相互会社
⃝本 部 名	 中国・四国地域リレーション本部
●本部所　在　地	 岡山県岡山市北区本町6-36　第一セントラルビル3階
●本部管下支社数	 中国ブロック７支社、四国ブロック４支社　
●創　　　業	 1881（明治14）年7月9日
●総　資　産	 47兆3,555億円（2024年3月末時点）
●本部代表者	 執行役員 中国・四国地域リレーション本部長　神

かん
田
だ

 智
のり

尚
たか

●連結従業員数	 52,740人（2024年4月1日現在）
●事 業 内 容	 生命保険業全般

執行役員 中国・四国地域
リレーション本部長

神田 智尚

オフィス入り口

（敬称略）
Welcome

!新会員紹介 �
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大成農材株式会社

会社概要

当社は、自社製天然有機質肥料をはじめ、
除草剤、農産品を扱う農業関連メーカーで
す。より美味しく、より元気に、より多くの作
物を安心・安全に育てるために、快適な生活
のためにできることを追求しています。

今年で創業39年である当社は、創業当初
から、安心・安全で持続可能な農業をサポー
トする商品を提案すべく、邁進してきました。

肥料部門では、ほんとうに美味しい作物づ
くり、豊かな土壌づくりに寄与できる肥料を、
という信念で、原材料にこだわり、魚エキス
と米ぬかで作った、味が良くなる100％有機
質肥料を宮城県石巻市にある自社工場で製
造しています。北海道から沖縄まで、日本全
国で販売を行っており、「安全、安心を訴求し
て他の農家と差別化を図りたい」、「野菜の味
を追求したいので、アミノ酸が豊富な原料を
使用した有機資材を探していた」という農家
さんから35年にわたり愛用していただいてい
ます。

除草剤部門ではジェネリック除草剤の販
売も手掛けています。安全性、残留性などの
農林水産省の審査をクリアした、葉にかけて
根までしっかり枯らし、土に成分が残らない
タイプの除草剤を30年前から販売しており、
ご家庭での除草から、農家の皆様の低コスト
農業まで貢献し、20年連続日本で一番使用
されている除草剤です。（グリホサートイソ
プロピルアミン塩41％の出荷実績）

2018年からは、自社農園にて自社の100％
有機質肥料を使い、自分たち自身が「美味しい」

と自信を持って言える農作物を育てるために、
「ひりょうやさんのトマト」プロジェクトをス
タートしました。ミニトマトのポテンシャル
と肥料特性を十分に発揮させた、甘みとコク
が特徴の「ひりょうやさんのトマト」はすぐに
たくさんのファンを獲得し、現在では一時品
薄になるほど販売が好調です。ニーズの増大
に応えるために、面積を拡大させた新たなハ
ウスの建設を行っており、今年の11月に完成
予定です。また、今後も継続的に規模を拡大
する予定です。

私たちは、大成農材が培ってきたすべてが
誰かの明日に役立つように、ひとつひとつの
ことに誠実に向き合えるパートナーであれた
らと思っています。環境や時代が変化しても
変わることのない、「食」や「くらし」の大切さ。
安心・安全、そしてほんとうに美味しい食づ
くりが豊かなくらしに繋がると、心から信じ
ています。この先の未来も、自然と人がお互
いに結びつきながら健やかに暮らせるように、
そのために私たちができることを追求して
いきます。

会社紹介

⃝法 人 名	 大成農材株式会社
⃝所　在　地	 広島市中区鉄砲町7-8
●事　業　所	 石巻工場／高知事業所／関連会社：大成ファーム株式会社
●設　　　立	 1985（昭和60）年6月8日
●資　本　金	 1,000万円
●代　表　者	 代表取締役社長　杉

すぎ
浦
うら

 朗
ろう

●従 業 員 数	 53名
●事 業 内 容	 有機質肥料の製造及び販売、
	 農薬の輸出入・販売、
	 農産物・農業資材・土改剤等の販売等

代表取締役社長
杉浦 朗

ひりょうやさんのトマト

石巻工場

（敬称略）
Welcome

!新会員紹介 �
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会員異動
●代表者名変更

（新） （旧）
（公財）くれ産業振興センター 理事長　大水　敏弘 理事長　江田　頼宣

（一財）広島県環境保健協会 理事長　兼森　裕 理事長　佐藤　均

山口県商工会連合会 会長　安倍　隆史 会長　藤村　利夫

岡田電工㈱ 代表取締役社長　河原　厚 代表取締役社長　寺迫　隆

NC貝原コンクリート㈱ 代表取締役　杉山　五六 代表取締役　上野　保尚

㈱伊予銀行広島支店 執行役員支店長　三好　英仁 執行役員支店長　松崎　哲也

エヌ・ティ・ティ・インフラネット㈱
西日本事業本部中国事業部 中国事業部長　中村　哲典 中国事業部長　清水　忠

下花建設㈱ 代表取締役社長　下花　眞二 代表取締役社長　下花　孝典

中国化薬㈱ 代表取締役社長　神津　直 代表取締役会長　神津　善三朗

戸田工業㈱ 社長執行役員　久保　恒晃 社長執行役員　寳來　茂

広島ガス㈱ 代表取締役社長 社長執行役員
中川　智彦

相談役
田村　興造

山陽資材㈱ 代表取締役　花田　裕一郎 代表取締役　花田　正仁

●代表者名・役職名・事業所名変更
（新） （旧）

（公社）日本観光振興協会地域連携部中国事務局
事務局長　天野　清彦

（公社）日本観光振興協会中国支部
支部長　佐々木　茂喜

アサヒビール㈱中国支社
理事中国支社支社長　土井　栄二

アサヒビール㈱中四国統括本部
執行役員本部長　山本　泰利

㈱ティーケーピー中四国支店
支店長　茶置　貴秀

㈱ティーケーピー中四国ブロック
ブロック長　盛本　毅司

日本管財㈱本店第4本部広島営業所
所長　和泉　進一

日本管財㈱中国四国支店
支店長　西田　和貴

●役職名変更
（新） （旧）

カナツ技建工業㈱ 代表取締役会長　金津　任紀 代表取締役社長　金津　任紀

浜田ガス㈱ 取締役会長　櫨山　陽介 代表取締役社長　櫨山　陽介

㈱ウエストホールディングス 取締役　森山　敏行 執行役員企画室部長　森山　敏行

エア・ウォーター西日本㈱
中・四国支社

取締役中・四国支社長
楠元　俊道

執行役員中・四国支社長
楠元　俊道

㈱奥村組広島支店 執行役員支店長　三村　仁士 支店長　三村　仁士

瀬戸内海汽船㈱ 顧問　仁田　一郎 代表取締役社長　仁田　一郎

三井住友信託銀行㈱広島支店 理事広島支店長　髙橋　英也 支店長　髙橋　英也

㈱西京銀行 取締役会長　平岡　英雄 代表取締役会長　平岡　英雄

（敬称略・順不同・9月13日時点）
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●役職名・事業所名変更
（新） （旧）

東洋観光グループHD
代表　今井　誠則

東洋観光㈱
代表取締役社長　今井　誠則

日鉄物流㈱瀬戸内支店営業部中四国営業課
営業部長　篠﨑　桂太

日鉄物流㈱西日本支店中四国営業所
所長　篠﨑　桂太

●役職名・住所変更
（新） （旧）

㈱三和ホールディングス

代表取締役CEO　和氣　泉
〒700-0942
岡山市南区豊成2-10-38　
TEL（086）237-7000
FAX（086）237-3000

代表取締役　和氣　泉
〒700-0856
岡山市北区十日市西町10-11　
TEL（086）222-0111
FAX（086）222-4476

●事業所名変更
（新） （旧）

カナデビア㈱ 日立造船㈱

●事業所名・住所変更
（新） （旧）

㈱TJL
〒745-0802　周南市栗屋819-2

田熊工業㈱
〒745-0054　周南市西松原3-4-11

●住所変更
（新） （旧）

（一社）データクレイドル
〒710-0055
倉敷市阿知1-7-2
くらしきシティプラザ西ビル707

〒710-0055
倉敷市阿知1-7-2
くらしきシティプラザ西ビル706

岩国商工会議所
〒740-0016
岩国市三笠町1-1-1
岩国総合庁舎内

〒740-8639
岩国市今津町1-18-1

（公財）山口県国際交流協会
〒753-0021
山口市桜畠3-2-1
山口県宮野庁舎2階

〒753-0082
山口市水の上町1-7

（一社）交通都市型まちづくり
研究所

〒100-7014
東京都千代田区丸の内2-7-2
JPタワー14階

〒141-0001
東京都品川区北品川5-5-15
大崎ブライトコア4階

浅利観光㈱

〒690-0845
松江市西茶町40-1
TEL（0852）24-6078
FAX（0852）32-5177

〒695-0002
江津市浅利町72
TEL（0855）55-1063
FAX（0855）55-0306

日本航空㈱広島支店
〒730-0032
広島市中区立町2-27
メットライフ広島立町ビル

〒730-0032
広島市中区立町2-27
NBFビル10階

前田建設工業㈱中国支店
〒730-0029
広島市中区三川町2-10
愛媛ビル・広島3階

〒730-0045
広島市中区鶴見町4-22
MKD1ビル8階
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活動ファイル
2024年8月

23日（金） 下関北九州道路中央要望
※詳細は本誌6ページに掲載

（東京都）

28日（水） 中国地域発展推進会議 温暖化対策検討部会
地域脱炭素化推進Web講演会 

（オンライン）

28日（水） 防災・減災に関するオンライン講演会
※詳細は11月号に掲載予定

（オンライン）

2024年9月
5日（木）・
6日（金）

中国地域産学官コラボレーション会議
※詳細は11月号に掲載予定

（松江市）

  7日（土）～
14日（土）

海外視察団派遣
※詳細は12月号に掲載予定

（欧州）

19日（木） 中国地方インバウンドフォーラム意見交換会
※詳細は11月号に掲載予定

（鳥取市）

今後のスケジュール

10月

1日（火） 第1回観光文化委員会 広島市

3日（木） 第3回中国地域スマート農業促進交流会 オンライン

4日（金） 「デジタルライフライン全国総合整備計画」地域浸透・
展開イベント

広島市＋
オンライン

8日（火） 西日本経済協議会 総会 下呂市

11日（金） 第1回地域づくり委員会 広島市

15日（火） 第33回中四国サミット 徳島市

21日（月） ちゅうごく街道交流会議 広島市

24日（木） 第3回理事会、役員懇話会、政策会議・幹事会合同会議 広島市

11月

6日（水） 西日本経済協議会　要望活動 東京都

19日（火） 第2回中国地域発展推進会議 島根県

27日（水） 国会議員との懇談会・要望活動 東京都

12月
5日（木）・ 
6日（金）   エネルギー・環境関連施設　視察会 大分県

10日（火） 第8回中国地域女性ビジネスプランコンテスト表彰式 広島市
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当連合会のホームページに会員専用ページを開設しています。
各委員会等での配付資料などをダウンロードしていただけるほか、
当連合会の会報誌（536号以降）もご覧いただけますのでぜひご利用ください。

会員専用ページのご案内
お知らせ

①トップ画面の「会員専用ページ」のボタンをクリック

②ログイン画面が開いたら、
　ユーザー名「member」
　パスワード「chugoku5」を入力

③ご希望の資料をクリックしてダウンロード

トップ画面

資料ダウンロード画面
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